
○江東区コミュニティ助成事業補助金交付要綱 

平成３０年７月１日 

３０江地地第８６７号 

（目的） 

第１条 この要綱は、一般財団法人自治総合センター（以下「センター」とい

う。）が宝くじの社会貢献広報事業として行うコミュニティ助成事業助成金

を財源として、区内の町会又は自治会（以下「町会等」という。）が実施す

る一般コミュニティ助成事業に要する費用を補助することにより、地域のコ

ミュニティ活動の充実及び強化を図り、もって地域社会の健全な発展及び住

民福祉の向上に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「一般コミュニティ助成事業」とは、センターが年

度ごとに定めるコミュニティ助成事業実施要綱（以下「実施要綱」という。）

に基づき、地域の連帯感に基づく自治意識の高揚を図り、区民が自主的に行

うコミュニティ活動に直接必要な設備等（建築物及び消耗品を除く。）の整

備に関する事業をいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、江東区と事務委託契約を締結している町会等とする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、補助対象者が実施する一般コミュニティ助成事業で

あって、次の要件を全て満たすものとする。 

(1) 実施要綱に基づき宝くじの社会貢献広報の効果が発揮できるもの。 

(2) 国若しくは他の地方公共団体の補助金又は地方債を充当していないも

の。 

(3) 当該年度の３月３１日までに完了するもの。 

(4) 原則として短期間に消費又は破損するような設備等でないもの。 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は、補助対象事業の実施に直接必要な経費とする。ただ

し、土地の取得及び造成並びに既存の設備等の修理、修繕及び撤去に要する

経費を除く。 



２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する活動に要する経

費は、補助対象としない。 

(1) 政治活動、宗教活動又は営利を目的とした活動 

(2) 地域住民が自ら使用せず、町会等のコミュニティ形成に寄与しない活動 

(3) 前２号に掲げるもののほか、区長が補助金を交付することが不適当と認

める活動 

（補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の実支出額のうち、１００万円から２５

０万円までの範囲内で、センターが区に対し助成を決定した額とする。 

２ 補助金の額は１０万円を単位とし、１０万円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てる。 

（事業実施の申出） 

第７条 補助金の交付を受けようとする町会等の代表者は、江東区コミュニテ

ィ助成事業補助金申出書（別記第１号様式）により区長に申し出るものとす

る。 

２ 当該年度における同一の町会等からの事業実施の申出は、１件に限るもの

とする。 

３ 過去に補助金の交付を受けた町会等は、補助金の交付を受けた年度から１

０年を経過していない場合は、申出をすることができない。 

（助成金の申請） 

第８条 区長は、前条の申出を受けたときは、その内容を審査し、実施要綱及

びこの要綱に適合すると認めるときは、センターに対し、助成金の申請を行

う。この場合において、複数の町会等から申出があったときは、公開抽選を

行い、原則として上位３団体に優先順位を設定した上で、センターに申請す

る。 

２ 区長は、優先順位を設定したときは、江東区コミュニティ助成事業申請順

位通知書（別記第２号様式）により、当該町会等の代表者に通知する。 

（採否の通知） 

第９条 区長は、センターから助成金の採択又は不採択について通知があった

ときは、江東区コミュニティ助成事業申請結果通知書（別記第３号様式）に



より、申出を行った町会等の代表者に通知する。 

（補助金の交付申請） 

第１０条 前条の規定による採択の通知を受けた町会等の代表者は、江東区コ

ミュニティ助成事業補助金交付申請書（別記第４号様式）により区長に申請

するものとする。 

（補助金の交付決定） 

第１１条 区長は、前条の申請を受けたときは、その内容を確認し、適当と認

めるときは江東区コミュニティ助成事業補助金交付決定通知書（別記第５号

様式）により速やかに当該町会等の代表者に通知する。 

（取下げ） 

第１２条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた町会等（以下「補助事

業者」という。）は、補助金の交付決定の内容又はこれに付された条件に対

して不服があり、補助金の交付申請を取り下げようとするときは、交付決定

の通知を受けた日から１４日以内に、その旨を記載した書面を区長に提出す

るものとする。 

（変更等の申請） 

第１３条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかに江

東区コミュニティ助成事業変更等承認申請書（別記第６号様式。以下「変更

申請書」という。）により区長に申請しなければならない。 

(1) 補助対象事業の内容を著しく変更しようとするとき。 

(2) 補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（変更等の承認） 

第１４条 区長は、変更申請書の提出があったときは、その内容を審査し、適

当と認めるときはセンターに変更申請書を提出し、その承認を受けるものと

する。 

２ 区長は、前項の規定による変更申請について、センターから承認の通知を

受けたときは、江東区コミュニティ助成事業変更等承認通知書（別記第７号

様式）により補助事業者に通知する。 

（状況報告） 

第１５条 補助事業者は、補助対象事業の適正な遂行を期するため、区長が補



助対象事業の進捗状況に係る報告又は帳簿等の提出を求めたときは、適切に

対応しなければならない。 

（実績報告） 

第１６条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、速やかに江東区コ

ミュニティ助成事業補助金実績報告書（別記第８号様式）に領収書その他セ

ンターの定める必要書類を添えて、区長に報告しなければならない。 

２ 区長は、前項の規定による実績報告を受けた場合において、当該実績報告

書の審査及び必要に応じて行う実地調査により、当該報告に係る補助対象事

業の成果がこの交付決定の内容及びこれに付した条件に適合するものと認め

るときは、センターに実績報告を行う。 

（広報紙等への掲載） 

第１７条 区長は、前条第２項の規定によるセンターに対する実績報告に併せ

て、実施要綱に基づき区の広報紙等へ宝くじの社会貢献に関する記事を掲載

するものとする。 

（額の確定） 

第１８条 区長は、センターから補助金の額の確定通知があったときは、江東

区コミュニティ助成事業補助金交付額確定通知書（別記第９号様式）により、

補助事業者に通知するものとする。 

（補助金の請求及び交付） 

第１９条 前条の規定により補助金の額の確定を受けた補助事業者は、江東区

コミュニティ助成事業補助金交付請求書（別記第１０号様式）により区長に

補助金を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の請求を受けたときは、補助事業者に対

し速やかに補助金を支払う。 

（交付決定の取消し） 

第２０条 区長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を他の目的に使用したとき。 

(3) 補助金の交付決定の内容若しくはこれに付した条件又は法令に違反し



たとき。 

(4) センターが補助対象事業に係る助成金の採択を取り消し、又はコミュニ

ティ助成事業を廃止したとき。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、補助金を交付することが不適当と認めると

き。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付決定を取り消したときは、江東区

コミュニティ助成事業補助金交付決定取消通知書（別記第１１号様式）によ

り、補助事業者及びセンターに通知する。 

（補助金の返還） 

第２１条 区長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助事業者に補助

金を交付しているときは、期限を定めて補助金の返還を命じなければならな

い。 

２ 前項の規定による補助金の返還に係る違約加算金及び延滞金の取扱いにつ

いては、江東区補助金等交付事務規則（平成２０年３月江東区規則第２４号）

に定めるところによる。 

（帳簿等の整理保管） 

第２２条 補助事業者は、補助対象事業に係る収支の事実を明らかにした帳簿

を備え、当該収支に係る証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を

当該事業が完了した日（事業の中止又は廃止の承認を得た場合にあっては、

その承認を得た日）の属する会計年度の終了後５年間保存しなければならな

い。 

（委任） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、センターと協議の上、

地域振興部長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、決定の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行の際、この規程による改正前の江東区コミュニティ助成事



業補助金交付要綱の別記様式による用紙で、現に残存するものは、所要の修 

 


